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“とかいなか”という“場所” 
 日本地域開発センター幕引きの大役を果たされた畏友・北川泰三君から、都市化研究公室「新・地域

開発」コーナーに思いを届けないかというお招きを受けた。 
 少し考えあぐねた結果、“地域開発”らしく、いま自分が暮らし働いている地域の可能性について提案

させていただくこととした。ずばり「“とかいなか”からの提案」である。 
 こう書くと、「“とかいなか”って何?」という問いが返ってくる。“とかい”でもない、“いなか”でもない。

そんな場所を自嘲気味に言う、それだけのことではないのか。 
 
意外な所にあった“とかいなか”の物差し 
 そこで調べ始めて見ると、意外な所に“とかいなか”の物差しが見つかっ

た。地域ブランド研究所が毎年発表している「都道府県別魅力度ランキン

グ」である。（表 1） 
 表 1 をご覧いただきたい。2024 年と 2025 年のランキング順位を逆順に

並べたものである。両年の平均順位も出したが大きな揺れはない。 
 全体を俯瞰すると、上位に並ぶのは東京大都市圏（東京・神奈川）、関西

大都市圏（京都・大阪・奈良・兵庫）、そして福岡と北海道・沖縄・長野。

下位に並ぶのは東京大都市圏周縁部（埼玉・茨城・群馬・栃木）、関西大都

市圏周縁部（徳島・岡山・滋賀）、福岡県の周縁部（佐賀・山口・島根）で

ある。 
 上位に並ぶ“とかい（都会＝大都市圏）”と“憧れのいなか（田舎）”に対す

る下位の大都市圏周縁部こそ、“とかい”でもない、“いなか”でもない“とか

いなか“に当たる。 
 見事なまでの対応である。「都道府県別魅力度ランキング」は一喜一憂す

るような指標ではなく、“とかい”と“（憧れの）いなか”、そして“とかいな

か”を示す立地特性指標と見てよいのではないか。 
 
すでにあった“とかいなか”の法的定義 
 その物差しをもとに国土の整備・開発に関わる制度設計を見直すと、「も

はや『戦後』ではない」と謳い上げた 1956 年の『経済白書』に対応する形

で出された「首都圏整備法」（1956 年法律 183号）・同施行令（1957 年政

令 333号）に“とかいなか”の法的定義ないし整備方向が示されていたこ

とに気づかされる。 
 拙稿を読まれる皆さんには釈迦に説法だろうが、首都圏整備法は第 2条
で「東京都の区域及び政令で定めるその周辺の地域を一体とした広域」を

「首都圏」と定義し、首都圏を「既成市街地・近郊整備地帯・都市開発区

域」とその他に分類している。 



 改めて確認すれば、「既成市街地」は「東京都及びこれと連接する枢要な都市を含む区域のうち、産業

及び人口の過度の集中を防止し、かつ、都市の機能の維持及び増進を図る必要がある市街地の区域」と

定義され、「近郊整備地帯」は、既成市街地の近郊で、「無秩序な市街地化を防止するため、計画的に市

街地を整備し、あわせて緑地を保全する必要がある区域」と定義されている。いずれも政令で指定され

る。「都市開発区域」は「既成市街地及び近郊整備地帯以外の首都圏の地域」のうち政令で定められた「工

業都市、住居都市その他の都市として発展させることを適当とする区域」を指す。 
 「既成市街地」はまさに“とかい（都会）”であり、「近郊整備区域」は国策として“とかい（都会）”化
を進める地域、「都市開発区域」は既成市街地と近郊整備地帯の外で国策として局地的な“とかい（都会）”
化を促進する地域である。そして、表 2 の特別区と市町を既成市街地及び近郊整備地帯と定め、既成市

街地及び近郊整備地帯を「東京圏」と呼ぶ。（国土交通省公式サイト「総合政策 用途・圏域等の用語の

定義」https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/H30kouji05.html）。（表 2・3） 
 表 3 の都市開発区域と併せて見ると、

群馬・栃木は完全に東京圏外、茨城も東

京圏域は県土のほんの一部に止まる。 
 したがって、埼玉北部と千葉の上総・

安房圏域も東京圏外だが、東京圏に対す

る主たる“とかいなか”は北関東 3 県と定

義できる。県という単位は統計上も議論

しやすい。（なお、正論とすれば、関西（大

都市）圏及び福岡県の“とかいなか”も同
列で論じるべきだろうが、議論が煩瑣になるので、ここでは東京圏の“とかいなか”に集約しての議論と

したことをご容赦いただきたい。） 
 
数値で見る“とかいなか”北関東 1： 
面積・人口共に全国占有率５％ 
 東京圏“とかいなか”北関東は様々な指標でどのような特色を見せているであろうか。 
 まずは面積占有率を押さえておきたい。面積は都道府県制確立以来ほとんど変化していないから他の

指標を比較する基準となる。 
 表４にまとめたように、北関東 3 県の面積計 18,867㎢は国土面積の 5.0％に当たる。都道府県数で言

えば 3÷47＝6.4％だから、5.0％は妥当な数値である。他方、東京・神奈川計の面積占有率は 1.2％程度、

千葉・埼玉を加えると 3.6％となる。つまり、北関東 3 県は東京・神奈川の 4倍、千葉・埼玉を加えた地

域の 1.4倍程度の広さを持つ。（表 4） 
 対して人口は、最新の 2025 年国勢調査速

報値によれば 3 県計で 652万人、日本全体

の 5.3％となる。面積比率とほぼ同一である。

面積・人口ともに占有率 5％。北関東の基本

数値である。他方、東京・神奈川計は 2,344
万人で 19.0％。面積占有率 1％強に対して人

口占有率20％弱はやはり異常である。（表5） 
 

東京都 特別区（23区）、武蔵野市・三鷹市の一部 三鷹市の一部、八王子市等26市町

埼玉県 川口市の一部 川口市の一部、さいたま市等46市町

神奈川県 横浜市・川崎市の一部
横浜市・川崎市の一部、横須賀市等25市町、
相模原市の一部

千葉県 千葉市等19市町、木更津市等6市の一部

茨城県 龍ヶ崎市等9市町、常総市の一部

表2　東京圏（既成市街地及び近郊整備地帯）



数値で見る“とかいなか”北関東 2： 
農業・工業共に占有率 10％=人口・面積の倍 
 次に生産力。まずは農業。2024 年数値で北関東 3 県の農業総産出額は計１兆 1,810億円。全国総額の

10.9％に達する。生産農業所得は 4,329億円で占有率は 10.6％。農業産出額・生産農業所得ともに全国

占有率 10％である。耕種と畜産に分けても耕種 10.8％・畜産 10.9％で、共に 10％となり偏りがない。

（表 6） 

 細かく見ると、総産出額・耕種・畜産全てで 1 位は北海道だが、茨城は耕種と生産農業所得で 2 位、

総産出額で 3 位となっている。なお、千葉は東京圏と東京圏外とからなり評価が難しいが、耕種 3 位・

総産出額 4 位となっていることも意識しておきたい。 
 工業では、北関東 3 県計の製造品出荷額等は 35兆 447億円で占有率 9.4％、付加価値額は 10兆 8,159
億円で占有率 9.8％である。 
 製造品出荷額等・付加価値額共に 10％弱で、農業とほぼ同じ占有率を示し、かつ、面積・人口占有率

の倍つまり全国平均値の倍の生産性を示していることは大いに注目される。 
 そう考えるのは、農業と工業では全国分布、首都圏の位置が大きく異なるからである。農業では北海

道が圧倒的な数値で 1 位を示すなかで総産出額・生産農業所得共に東京最下位・神奈川 42 位という関

東の構造が作られているのに対し、工業ではダント

ツ 1 位の愛知、2 位静岡、3 位大阪続く形で神奈川・

埼玉が位置しているからである。（表 7） 
 農業と工業では全国分布や首都圏の位置づけが大

きく異なるにもかかわらず、北関東 3 県は、農業・

工業両分野で面積・人口の占有率 5％を倍する、つ

まり全国平均の倍の生産力を発揮している。東京圏

の“とかいなか”北関東の大きな特徴と位置づけられ

る。 
 
数値で見る“とかいなか”北関東 3： 
観光力は農業・工業と面積・人口の間 
 観光統計の扱いは難しいが、2024 年数値で、北関



東 3 県計での旅行消費額総額は 1兆 1,422億円・占

有率 6.2％、うち、観光・レクリエーション目的旅行

消費額は 9,383億円・占有率 7.0％である。占有率で

面積・人口と農業・工業のちょうど間となる。（表8） 
 ちなみに、1 位から 5 位の間に東京・千葉・神奈

川、北海道・大阪が入る。静岡 6 位・沖縄 7 位だか

ら魅力度ランキングに似た並びである。その一方で、

北関東 3 県は、農業・工業ほどではないが、個々の

順位で魅力度ランキングより高い順位を示してい

る。要因として世界遺産や温泉の牽引力が想定され

る。 
 
数値で見る“とかいなか”北関東４： 
多様な文化遺産と“湯”と“水” 
 そこで、北関東 3 県の世界的な“遺産”や“温泉”の様子を表９にまとめてみた。面積・人口、農業・工

業、観光消費額と同じ基準で比較できる数値とは言い難いが、日本全体での“遺産”登録数に占める割合

や温泉評価としては定評のある観光経済新聞社「にっぽんの温泉 100選」に占める 3 県温泉割合には興

味深い傾向が見られる。（表９） 

 重複は 1 と数えて、世界文化遺産は 21 分の 2、無形文化遺産は 23 分の 2、世界の記憶は 10 分の 1、
生物圏保存地域は 10 分の 1、ラムサール条約湿地は 54 分の 5、世界灌漑施設遺産は 56 分の 5 である。

加えて「にっぽんの温泉 100選」に北関東は 10入っている。温泉を重視するのは、2030 年に無形文化

遺産に登録される現実性が高まっているからである。 
 つまり、北関東には世界評価の日本の“遺産”と無形文化遺産候補“温泉”のほぼ 1 割が集中している。

この割合は農業・工業の生産力占有率と符合する。注目しておきたい。 



 
“とかいなか”からの提案 1 
企業版ふるさと納税などを活用した好循環を 
 しかし現状では、“とかいなか”の様々な指標は“生産現場”としての高い生産性を示しているだけであ

る。この“不都合な現実”をしっかりと受け止め、時代変化への対応を図ることでの逆転が求められてい

る。 
 原点に戻れば、物もサービスも商品として販売されて初めて利益となる。「製造品出荷額等」という言

葉が表しているように、生産段階の数値は仮想の価値評価でしかない。商品として販売されて実利益に

なる。実利益は当然、本社に集積され、そこで納税も行われる。だから東京（圏）は圧倒的に強い。 
 実利益を生産現場により多く還元することはできないだろうか。幸い、それが夢物語ではない時代が

やってきているように思われる。 
 北関東などへの企業誘致がもたらす効果の一つが変わりつつあるからである。 
 20世紀までは、企業誘致の効果の一つとして雇用吸収の場の創出があった。地域に人材が余っていた

からである。 
 しかし、今や地域は人を提供できる状況ではない。高い生産性を示している“とかいなか”といえども

例外ではない。 
 逆に、今、東京圏や海外から人を招き入れられるかが問われている。インバウンドが強調されるが、

それ以上の効果を企業はもたらし続けている。企業は、雇用吸収の場から、全国・全世界で採用した大

量の人々を地域に恒常的に提供する存在になりつつある。 
 しかし、全国・全世界から集まった人々にとって、その地が“暮らしやすい場”でなければ恒常的な移

住・定住は続かない。生産現場としての存立さえ危うくなる。 
 世界評価の“遺産”が見せる風土・歴史と農業・工業が示す高い生産性を自覚し、企業の内部投資を招

いて環境整備を図ることで好循環を生み出し続けたいものである。 
 その点で「企業版ふるさと納税」は有力な手段の一つである。納税使途を生産現場の地域振興に直結、

誘導できる制度だからである。 
 しかし、企業、地域が個々別々にやっていたので効果は薄い。不毛な取り合いさえ生みかねない。北

関東は全体として“とかいなか”であることを改めて自覚し、圏域全体として取り組むことが肝要である。 
 
“とかいなか”からの提案 2 
迫りくる大災害を見据えてBCP の拠点に 
 「企業版ふるさと納税」を“とかいなか”の持続的発展に結実させる内容として先ず上がるのは生活環

境整備である。道路や二次交通、上下水道や電力・情報網、空き家などを活用した社宅やコンビニ・居

酒屋・カフェ。移住者が必要と思うものは既存の定住者にも新たな価値をもたらす可能性が高い。その

ための既存の定住者と移住者の意見交換の積み重ねこそ地域づくりそのものである。 
 そこに一つの視点を加えたい。各地の水源地域ビジョン推進に関わっているなかで、国交省水管理・

国土保全のメンバーから得た示唆だが、“水と湯と再生可能エネルギー”に富み東日本大震災時の避難者

受け入れの経験を持つ“とかいなか”北関東は、迫りくる首都直下型地震や南海トラフ地震に対する避難

場所として選ばれる場である。 
 現に国交省は“とかいなか”のダム立地市町村と東京圏市区町村との連携協定を進めている。良策とは

思うが、災害時、東京圏住民は住民登録先の指示に従うだろうか。緊急行動先として協定締結先の“とか



いなか”自治体を目指せるだろうか。甚だ疑問である。 
 東京圏住民の多くは、在勤時だけでなく、退職後も企業への帰属性・依存性が強い。企業と“とかいな

か”市町村との連携協定の方が実効性は高いのではないか。生産現場のある市町村であれば親近感もあり

土地勘もある。そこなら緊急避難先として目指せるし、長期滞在も可能となる。そのための事前投資と

して「企業版ふるさと納税」を進めることは理にかなっているのではないか。 
 その時、一つ大切なことがある。「企業版ふるさと納税」等で周辺投資がなされた生産現場を“BCP
（Business Continue Planning）=事業継続計画”発動拠点とすることである。 
 能登震災時の対応反省として、受け手としてばかり自らを考えていたため様々な事物が動かなかった

ことが挙げられている。その点、生産現場をBCP 発動拠点とすればサプライヤーとしての機能が直ちに

回復され、日本全体が動き出せる。 
 その際、もう一つ忘れてはならないことがある。バックアップ・データセンターの“とかいなか”生産
現場周辺での設置である。災害時は無論、平常時でも、データ量が増加しネットワーク化・同期化が進

む中では、1 点のクラッシュが全てを止めかねない。その際、本センターとは切り離されたバックアッ

プセンターが生産現場と連動していれば、個々の企業から回復してゆく。そして、相互にサプライヤー

となることで全体が復旧する。 
 
“とかいなか”からの提案 3 
外国籍住民への日本企業文化伝授の拠点に 
 第 3 に“とかいなか”が示している多国化・多民化を受け、“とかいなか”を日本企業文化伝授の拠点と

してゆくことである。 
 2020 年国調数値に基づくが、外国籍住民の内部構成は地域によって大きく異なる。東京大都市圏は中

国人、関西大都市圏は韓国・朝鮮人、中部大都市圏はブラジル人・フィリピン人中心なのに対し、“とか

いなか”北関東 3 県は著しい多民化が進んでいる。実に様々な国の人がいる。（グラフ 1） 

 なぜなのか。答えを群馬県市町村数値で見てみよう。群馬県は 2024 年末で東京・愛知に次ぐ第 3 位

4.3％の外国人比率を示しているが、町村別だと、大泉町 21.3％、草津町 10.5％、昭和村 9.3％がトップ

3 である。（表 10） 



 大泉町が 2次産業比率 51.6％の工業の町、草津

町が 3次産業比率 91.3％の観光の町、昭和村が 1
次産業比率 44.5％の農業の村であることを考え

ると、“とかいなか”北関東の多民化は産業の多様

性に基づく可能性が高い。 
 言い換えれば、“とかいなか”は、様々な国の人々

が日本の産業文化を学び、その担い手として現在

日本の産業を担うと共に、それぞれの国の未来産

業の担い手を育む“ゆりかご”になっている。 
 大言壮語に聞こえるかもしれないが、“とかいな

か”北関東は世界の未来産業の“ゆりかご”になり

うる。その際、“とかいなか”が、世界が認める多

様な“遺産”の地であることは背押しの力となるで

あろう。 
 

表 10 2024 年末群⾺県市町村別外国⼈⽐率 


